







































































































｢政治 と法の境界線上｣に位置付けつつ (p,88),従来の学説が判決執行を非法的問題 とし













義務｣ という概念は一義的ではなく,既判力と同一 とされる場合もあれば (p.56),｢拘束





法上も,l司連憲章94条は1項で ｢加盟国は-･裁判に従 う｣(seconformer)と規定 しつつ,
2項では ｢安全保障坪事会は･-執行する｣(faireexecuter)とされてお り.規範の名宛人
が明確に分離されていることからしても,当条項から ｢国家の｣判決執行義務 を導 く著者





意 しうるのであるか (p.99),このような判決の実現過程までも判決の ｢執1J'･｣に含めるこ
とには疑問が残るDその理由は,第 1に,帯者が念頭に置 く ｢執行｣の強制的要素か ら禿
















































から判決の執行を ｢強制｣ し得るのか, という問題にも関連するため,無視 し得ない論点
であるDこの点について,まず第-･に,興味深いことに著者は国際司法裁判所規程第60条
から導かれる既判力旋削か判決に｢証明力｣(1af()rceprobante)をFj･えると逆へてi'-り(p.
31),この.IrJ二から判決の既判力が削 二推定されるという前提を有しているようにもL.売める｡
しかしながら,仮に判決の既判力が判決言渡しと同時に推定されるとしても.例外的なイこ
服申立手続である再審手続 (裁判所規程61条)との関係は依然として問題となる｡すなわ
ち,再審請求が提起され.この請求に関する裁判所の審現が行われている間,例えば安全
保障理事会による強16日執行は停止されるのか,という問題である6)｡このような場合,佃に
強制執行が停止されるとすれば,再審請求の時間的要件内 (すなわち,判決時から10年,
新事実の発見から6ヶ月)には判決の執行は求められない, という解釈も可能であるOこ
うした問題を考えるにあたっては,差し当たっては7ランス法上の概念分校を参照するの
か一つの解決法ではないかと思われるoすなわち,フランス法上では,｢既判事項の確定力｣
(1aforcedechosejugさe)7-と ｢既判事項の権威｣(l'autorlt6dechosejugさe)が拝別さ
れ,確定判決はその暗点で ｢既判事項の権威｣を得るが,執行停 止手段が)Etくされた段階
で ｢既判事項の確定力｣を得て,そこで初めて執1]-･可能 となるOもちろん,著名が厳稚な
法的アプロ-ナを避けている以上.このような議論を本書に求めるのはお門違いかも知れ
ないが,とは言え,こうした (法的)論点について明らかにすることなく判決執行の ｢義
務｣を柚Lliすることが困稚なことも確かである♭
さて,以 卜のように本吉における諸々の難点や課鶴を論ってきたが,他方で,これら諸
点は紹介者が判決執行の ｢法的｣捉え方に固執 しているため,という側面があることも否
6)このようなケースは何ら想像 卜のものではない｡実際に,領土･島.海洋紛争事件判決の再審
請求事件 (2003年国際=T.1法裁判所小法廷判決)でこれに類似Lた事態か生じている]すなわち,
エルサルヴ7トルはホンジュラスか19(j2年の小法廷lirJ決を履行していない事実に鑑み.国連安全
保障鼎事会に当判決の執行を求めつつ(2002年1月18n),r-Jl0割こ裁判所に対しでPJ決の再審を講
七 求しているcc6/CR2003/3(M CarlosL6pesCol-treraS),para1lらl
九 7)フランス法Lの ｢既判事項の確定))｣(foreedelachose]ug卓e)の概念については以下の説lj]
参照O｢執行を停止する不服申｣7二recourssuspenslfが許されない判決の効力 (郡民諦500条以下)
をいい,｢既判事項の権威 autorltEdechosejugさe｣とはL朋lほ れるOすなわち,判決は請渡し
故障rlHT.oppositlOn)が尽きた時点で,判決は既判事碍1-の確定力を神る｣｡rJrl俊夫編『フランス
法辞典』(東京大学Ll.版会 2002年)238頁D
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同 法 (55-2)326
走し得ない｡封1介者としても,判決後の履行過程までも視野に入れた包括的な執行問題の
検討が必要であるという著者のJB･え方に異論はないOそうした意味で,本書が国際司法裁
判所判決の執行に関する諸論点を多く扱いつつ,こうした試みを大胆に実践している点は
積極的に評価されるべきことであろう｡また,少なくとも国際法学者の視点を少しでも｢判
決後｣に引き寄せたというだけでも大きな貢献をなしたと言えるかも知れない｡
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